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(事業No.1)
事業の区分

【総事業費】
689,799千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域
事業の実施主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

事業の有効性・効
率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：地域密着型サービス等の定員総数が
増加した。

（事業の有効性）
　本事業の実施により、地域密着型サービス提供施設が整備されることで、
プランの基本理念の達成に寄与している。
○基本理念：高齢者が人生の最期まで自分らしく、生きがいを感じながら、
住み慣れた地域で安んじて暮らせる青森県型地域共生社会の実現
（事業の効率性）
　市町村を通じた間接補助としており、市町村介護保険事業計画に従って事
業を実施し、地域に必要な地域密着型サービス提供施設が整備された。

「あおもり高齢者すこやか自立プラン2021（第９期老人福祉計画・第８期青
森県介護保険事業支援計画・第５期青森県介護給付適正化計画）」（計画期
間：令和３年度～令和５年度）に基づき、地域密着型サービス施設の整備を
支援することで、本プランの基本理念である「高齢者が人生の最後まで自分
らしく、生きがいを感じながら、住み慣れた地域で安んじて暮らせる青森県
型地域共生社会の実現」を目指す。
　特別養護老人ホーム　　　　　　　　　　　　　　　 9か所
　特別養護老人ホームに併設されるショートステイ居室 2か所
　地域密着型特別養護老人ホーム　　　　　　　　   　2か所
　介護老人保健施設　　　　　　　　　　　　　　   　2か所
　養護老人ホーム　　　　　　　　　　　　　　　　　 1か所
　認知症高齢者グループホーム　　　　　　　　　　　12か所
　介護医療院　　　　　　　　　　　　　　　　　　   3か所
　看護小規模多機能型居宅介護                       4か所
　短期入所生活介護                                 1か所
　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所           2か所

１　地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行った。
２　介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行った。

　特別養護老人ホーム                               319人（3か所）
　特別養護老人ホームに併設されるショートステイ居室　24人（1か所）
　介護老人保健施設                                 200人（2か所）
　養護老人ホーム                                    50人（1か所）
　認知症高齢者グループホーム                        72人（8か所）
　介護医療院                                       160人（3か所）
　定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所　                2か所

※R1執行残

背景にある医療・
介護ニーズ

高齢者が地域において、安心して生活できる体制の構築を図る。
アウトカム指標：地域密着型サービス施設等の定員総数　8,720人
①地域密着型サービス施設等の整備に対する助成を行う。
②介護施設等の開設・設置に必要な準備経費に対して支援を行う。

３．介護施設等の整備に関する事業

事業名
①青森県地域密着型サービス等提供施設整備費補助
②青森県施設開設準備経費等支援事業費補助
青森圏域、津軽圏域、八戸圏域、西北圏域、上十三圏域、下北圏域

市町村、社会福祉法人等

令和５年４月１日～令和６年３月３１日
■継続　／　□終了

R5
R１執行残 657,234

H28執行残 32,565
総事業費 689,799



(事業№ 14 )

【総事業費】
16,132千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域
事業の実施

主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 基盤整備
（中項目） 基盤整備
（小項目） 人材育成等に取り組む事業所の認証評価制度実施事業

事業の有効性と効
率性

　事業終了後１年以内のアウトカム指標：介護職員の人材確保と質の高い
サービスの提供
→　観察できた
　・認証事業所であることを理由に就職した職員あり。

（事業の有効性）
　介護サービス事業所の「見える化」、働きやすい職場づくりが進むことか
ら、人材確保・育成に寄与すると考える。実際に、認証取得事業所における
休暇取得日数が増加しており、働きやすい環境づくりが着実に進んでいる。

（事業の効率性）
　コンサル会社、事業者団体、介護労働安定センター等、専門性の高い団体
に委託することで、質の高い事業を実施することができた。

事業名 介護人材育成認証評価制度事業

県全域

青森県（公益社団法人青森県老人福祉協会外）

令和５年４月１日～令和６年３月３１日
□継続　／　■終了

背景にある医療・
介護ニーズ

将来にわたる安定的な介護人材の確保、職員の処遇改善による離職防止、
サービスの質の向上に向け、介護サービス事業所の見える化を推進する。

アウトカム指標：介護に対する理解向上や介護職員の意欲向上などについて
好意的回答70％以上（参加者に対するアンケート調査）

※R1執行残

　職員の処遇改善、人材育成、サービスの質の向上に積極的に取り組む事業
所を県が認証する認証評価制度の運営
１　制度の運営
　（１）認証評価制度推進委員会の運営
　（２）認証審査・認証の付与
　（３）認証審査調査員の設置・研修実施
　（４）広報等
２　事業者支援
　（１）認証取得に向けたセミナーの開催
　（２）個別相談会

１　新規で認証評価制度参加を宣言する事業者数　　：20事業者
２　新規で認証評価基準による評価を受ける事業者数：10事業者

１　認証評価制度参加を宣言する事業者数　172事業者
２　認証を取得した事業者数　52事業者（うち、Ｒ5年度新規：6事業所）

（目標の未達成の原因等に対する見解と改善）
　制度運用開始後6年が経過したが、参加宣言事業者数と認証法人数の伸びが
鈍化しており、制度の認知度向上、認証取得のメリットの周知等が必要であ
る。認証事業所アンケートの実施等により認証取得の効果を見える化し、集
団指導やセミナー等事業者が集まる場を活用し、引き続き制度への参加を働
きかけていくとともに、セミナー・個別相談会等で認証取得に向けたきめ細
やかな支援を引き続き行うことで、認証事業者数の増加を図る。

R1執行残 6,132

R5新規申請 10,000

総事業費 16,132



(事業№ 21 )

【総事業費】

8,436千円

事業の対象となる
医療介護総合確保

区域

事業の実施
主体

事業の期間

事業の内容
（当初計画）

アウトプット指標
（当初の目標値）

アウトプット指標
（達成値）

その他

事業の区分

５．介護従事者の確保に関する事業
（大項目） 労働環境・処遇の改善
（中項目） 子育て支援
（小項目） 介護従事者の子育て支援のための施設内保育施設運営支援事業

事業の有効性
と効率性

事業終了後１年以内のアウトカム指標：保育施設利用者の増
→　未達（年間延べ利用児童数　R4：145人　→　R5：76人）

（事業の有効性）
　子育て中の介護職員等が安心して就労でき、介護職員の早期離職の防止や
介護サービスの質の向上等につながる。

（事業の効率性）
　各介護事業所が実施することで、地域における事業実施を行うことができ
る。

事業名 介護事業所内保育施設運営費補助

県全域

介護事業所内保育施設設置者

令和５年４月１日～令和６年３月３１日
□継続　／　■終了

背景にある医療・
介護ニーズ

子育てする介護職員の負担軽減により、働きやすい職場環境の推進を図る。

アウトカム指標：事業所内保育　定員４０名

※R1執行残

　介護事業所内保育施設の運営に係る人件費分を補助

　受入対象の乳児又は児童は、介護事業所内に保育施設を整備する施設に勤
務する介護職員の子（乳児又は児童）のほか、余裕のある範囲内で、近隣の
介護保険施設・事業所に勤務する介護職員の子（乳児又は児童）を対象とす
る。

事業所内保育施設：４施設（各定員１０名）

事業所内保育施設　３施設

（目標の未達成の原因等に対する見解と改善）
　事業計画で対象としていた施設が利用児童なしのため申請しなかったこと
などによって未達成となった。しかし、利用児童がある保育施設への補助は
行われており、今後は県内の介護事業所内保育施設数等を勘案し、アウト
プット指標の見直しを行う。

H30執行残 454

R1執行残 4,193

R2執行残 1,189

R5新規申請 2600

総事業費 8,436


